
4

対 象 者
①　令和６年中に福岡市内（区内）で新たに事業所を開設さ

れた方。（リース資産等を設置された方も含みます。）
②　今回、はじめて償却資産申告書が送られてきた方。

対 象 と な る 資 産
　令和７年１月１日現在で、福岡市内（区内）に所有してい
る全資産。

提出する申告用紙
①　償却資産申告書・・・・・・・・・・・・・・緑色
②　種類別明細書（全資産用）  ・・・・・・・・・緑色

そ の 他 償却資産の多少にかかわらず、必ず申告をお願いします。

対 象 者

①　前年（令和６年）度までに申告をされた方。
②　お送りした償却資産申告書の「前年前に取得したもの
（イ）」の欄に取得価額が印字されている方。
　　なお、この欄が空欄の場合は全資産を申告してください。

対 象 と な る 資 産
　令和６年１月２日から令和７年１月１日までの増加および
減少資産。

提出する申告用紙
①　償却資産申告書………………………………緑色
②　種類別明細書（増加資産用）………………緑色
③　種類別明細書（減少資産用）………………赤色

そ の 他

増減がない場合や、全資産が減少する場合でも必ず申告を
お願いします。
（その際は種類別明細書を提出する必要はありません。）
※申告状況書の資産の名称・数量等に誤りがありましたら、
申告状況書を訂正しコピー等を申告書に添付してください。

１　申告していただく方は
　償却資産の所有者です。

２　提出していただく書類について
　（１）はじめて申告をされる方・・・全資産を申告してください。

　（３）該当する資産がない方
　廃業、解散、休業、移転等、あるいは償却資産を所有していない方は償却資産申告
書の右下備考欄中の該当箇所に○をつけて申告してください。

　（２）前年度までに申告をされた方・・・資産の増加または減少を申告してください。

Ⅱ　償却資産の申告について
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①　建設仮勘定で経理されている資産（稼働している資産）
②　簿外資産（会社の帳簿には記載されていない資産）
③　償却済み資産（減価償却を終わり、残存価額のみ帳簿に計上されている資産）
④　遊休資産（稼働を休止しているが、維持補修が行われている資産）
⑤　未稼働資産（既に完成しているが、まだ稼働していない資産）

①　自動車税の課税対象となる自動車および軽自動車税の課税対象となる軽自動車
など（軽自動車、原動機付自転車、小型特殊自動車および二輪の小型自動車）

②　生物（ただし観賞用、興行用およびこれらに準ずることに用いるものは申告の
対象になります。）

③　無形固定資産（特許権、商標権、営業権、ソフトウェア等）
④　繰延資産（開業費、開発費等）や棚卸資産（商品、貯蔵品等）
⑤　法人税法第６４条の２第１項、所得税法第６７条の２第１項に規定するリース
資産（ファイナンスリース取引に係るリース資産）で取得価額が２０万円未満の
もの　※平成２０年４月１日以後に契約を締結したもの

⑥　耐用年数が１年未満の資産（即時償却を除く。）
⑦　個人の方が取得した１０万円未満の資産（１つの資産につき）

３　個人の方が申告する際に必要となる本人確認書類について
　（１）郵送で申告書を提出する場合

　下記（２）と同じ書類の写しを同封してください。なお、個人番号カードは個

人番号が裏面に記載されているため、両面の写しを同封してください。

　（２）本人が窓口で申告書を提出する場合（下記①、②のいずれか）

　　①　申告者本人の個人番号カード

　　②　申告者本人の通知カードおよび運転免許証などの写真付き身分証明書

　（３）　代理人が申告書を提出する場合

　　①　申告者本人の個人番号カードまたは通知カード（写しでも可）

　　②　代理人本人の運転免許証などの写真付き身分証明書

　　③　申告者本人からの委任状

４　申告する資産は
　令和７年１月１日現在、事業に用いることができる以下の資産です。

　（１）土地および家屋以外の有形の固定資産で、所得税法または法人税法の所得の計

算上減価償却の対象となる資産です。（これらに類する資産で、法人税または所得

税を課されない者が所有するものを含む。）したがって、次のような資産も事業に

用いることができる状態であれば申告の対象になります。

　（２）賃借人などが家屋に取り付けた附帯設備
　賃借家屋などに内装、外装、建築設備などを取り付けた場合には償却資産の申
告の対象となります。詳しくは、12頁の「4 家屋の所有者以外の方（賃借人など）
が施工した内外装などの取扱い」をご覧ください。

　（３）次のような資産は課税の対象になりませんので、申告の必要はありません。
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　（４）法人の決算期以降の資産の申告について
　　（例１）３月決算で、令和６年度に申告をされている法人の場合

　上記の期間に増加・減少した資産が申告の対象となるため、決算期以降令和７年１月１
日までの間（ロ）に増加・減少した資産についても申告が必要ですのでご注意ください。
　　（例２）３月決算で、はじめて申告をされる法人の場合

　令和７年１月１日現在で所有しているすべての資産を申告していただくことになりま
す。

令和 6年
１月２日

令和 6年
１月１日

令和 7年
１月１日３月 31日（決算） １月 31日（申告期限）

令和７年

３月 31日（決算） １月１日 １月 31日（申告期限）

（イ） （ロ）

令和７年度の申告の対象となる期間（イ）＋（ロ）

令和７年度の申告の対象となる期間

５　申告期限・・・令和７年１月３１日（金）
　可能な限り電子申告か郵送での提出をお願いします。（消印有効）

　窓口で提出される場合は、期限間近になりますと窓口が大変混雑しますので、

１月１７日（金）頃までに提出いただきますようご協力をお願いします。

７　申告されない方、または虚偽の申告をされた方
　正当な理由がなく申告されない場合は、地方税法第３８６条の規定により過料を科せら

れることがあるほか、同法第３６８条の規定により不足税額に加えて延滞金を徴収するこ

とがありますので、期限までに必ず申告してください。また、虚偽の申告をされますと、

同法第３８５条の規定により罰金等を科せられることがあります。

　なお、申告をされない場合は、実地調査等に基づき課税を行う場合があります。

８　実地調査等への協力のお願い
　地方税法第３５４条の２の規定により、税務署が保有する国税資料の閲覧等を行ってい

ます。閲覧の結果、実地調査にお伺いしたり、申告内容について参考資料の提出をお願い

する場合がありますので、ご協力をお願いいたします。

６　申告書の提出先
　償却資産が所在する区毎に申告書を作成し、資産課税課（表紙に記載）に提出してくだ

さい。申告書は一枚目の「提出用」を提出し、二枚目の「控用」は保管しておいてください。

　なお、申告書を郵送される方で、控用の返送を希望される場合は、必ず切手を貼った返

信用封筒を同封してください。（「控用」の返送には、日数がかかることがありますのでご

了承ください。）
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リース契約の内容 資産を借りている方 資産を貸している方

【通常の賃貸借契約によるリース資産】
期間満了と同時に資産が回収される場合

×
（申告不要）

○
（資産の所在する
　　　区毎に申告）

【実際の売買にあたるようなリース資産】
期間満了後に資産が使用者の所有物となる
ような場合

○
（自己の資産として　　
　　　  申告が必要）

×
（申告不要）

償却方法
取得価額

個別に減価償却
しているもの

中小企業特例
（※１）

３年一括償却
（※２）

一時損金算入
（※３）

10万円未満 ○ ○ × ×

10 万円以上 20万円未満 ○ ○ ×

20 万円以上 30万円未満 ○ ○

30 万円以上 ○

９　リース資産について
　リース資産はその契約の内容により、資産を貸している方（リース会社）に申告してい

ただく場合と、実際に資産を借りて事業に使用している方に申告していただく場合があり

ます。リース資産の契約内容に応じた償却資産の申告は次のようになります。

10　少額償却資産の取扱いについて
　取得価額が少額である償却資産の申告は、税務会計上の経理区分によってその取扱いが

異なります。（下表参照）

11　美術品等の取扱いについて
　平成２６年１２月に法人税基本通達・所得税基本通達が一部改正され、原則として

１００万円未満の美術品等が減価償却資産として取扱われることとなりました。

※　平成２０年４月１日以後に契約を締結した「所有権移転外ファイナンスリース」につ

いては、所得税・法人税における所得の計算上、売買取引として取扱うよう変更されて

いますが、固定資産税（償却資産）においては資産を貸している方（リース会社）が申

告する必要がありますので、ご注意ください。

※１　租税特別措置法第２８条の２、第６７条の５の規定によるもの

　　　（少額減価償却資産の取得価額の必要経費・損金算入の特例）

※２　法人税法施行令第１３３条の２第１項、所得税法施行令第１３９条第１項の規定

によるもの

※３　法人税法施行令第１３３条、所得税法施行令第１３８条の規定によるもの

○＝申告対象　×＝申告対象外

　また、調査に伴って修正申告をお願いすることがありますが、その場合は同法第１７条

の５第５項の規定により、資産の取得年に応じて遡って（５年度間）課税することとなり

ます。
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耐用

年数

減価率 減 価 残 存 率
耐用

年数

減価率 減 価 残 存 率
耐用

年数

減価率 減 価 残 存 率

（ｒ）
前年中取
得のもの
（1- ｒ /2）

前年前取
得のもの
（1- ｒ）

（ｒ）
前年中取
得のもの
（1- ｒ /2）

前年前取
得のもの
（1- ｒ）

（ｒ）
前年中取
得のもの
（1- ｒ /2）

前年前取
得のもの
（1- ｒ）

２年

３年

４年

５年

６年

0.684

0.536

0.438

0.369

0.319

0.658

0.732

0.781

0.815

0.840

0.316

0.464

0.562

0.631

0.681

12 年

13年

14年

15年

16年

0.175

0.162

0.152

0.142

0.134

0.912

0.919

0.924

0.929

0.933

0.825

0.838

0.848

0.858

0.866

22 年

23年

24年

25年

30年

0.099

0.095

0.092

0.088

0.074

0.950

0.952

0.954

0.956

0.963

0.901

0.905

0.908

0.912

0.926

７年

８年

９年

10年

11年

0.280

0.250

0.226

0.206

0.189

0.860

0.875

0.887

0.897

0.905

0.720

0.750

0.774

0.794

0.811

17 年

18年

19年

20年

21年

0.127

0.120

0.114

0.109

0.104

0.936

0.940

0.943

0.945

0.948

0.873

0.880

0.886

0.891

0.896

35 年

40年

45年

50年

60年

0.064

0.056

0.050

0.045

0.038

0.968

0.972

0.975

0.977

0.981

0.936

0.944

0.950

0.955

0.962

12　減価率および減価残存率表

固定資産評価基準別表１５「耐用年数に応ずる減価率表」から抜粋

13　償却資産の価格
　（１）評価額の算出方法

　償却資産の評価額は、償却資産の取得時期、取得価額および耐用年数をもとに、

申告された資産１件ごとに算出します。

　①　評価額の計算は、次の計算方法により行います。

②　租税特別措置法で認められている「特別償却」および法人税法または所得税法で

認められている「圧縮記帳」をしていても、これを行わなかったものとして計算し

ます。

③　前年中に取得した償却資産の評価額は、取得月にかかわらず半年償却により算出

します。

④　評価額の最低限度は取得価額の５％です。計算した評価額が取得価額の５％未満

になる場合は、取得価額の５％でとどめます。

・前年中に取得した償却資産

　取得価額×（１－ｒ／２）＝評価額

・前年前に取得した償却資産

　前年度評価額×（１－ｒ）＝評価額

 ｒ：耐用年数に応じて固定資産評価基準別表１５に定める減価率

　 （減価率については、上記「１２　減価率および減価残存率表」参照）
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区　　　分 説　　　　　　　　明

納 税 義 務 者
１月１日現在における償却資産の所有者をいいます。（償却資
産を賃貸している方も含みます。）

課 税 標 準
課税標準は、１月１日現在の価格で、課税台帳に登録された価
格をいいます。

免 税 点
全ての償却資産の課税標準額の合計が同一区内で 150 万円未
満の場合は、課税されません。

税 率・ 税 額
税率は100分の1.4です。税額は課税標準額×税率で算定しま
す。
課税標準額（千円未満切捨て）×税率（1.4％）＝税額（百円未満切捨て）

納 期
納付すべき額を４回（４月、７月、１２月、２月）に分けて納
めていただきます。

資産の名称 取得年月 取得価額 耐用年数 減価残存率 Ｒ 7年度評価額

事務机 Ｒ 5.3 800,000 円 15 年

0.929 （Ｒ 6評価額）（743,200）

0.858 637,665

パソコン Ｒ 6.3 1,000,000 円 ４年 0.781 781,000

コピー機 Ｒ 6.6 500,000 円 ５年 0.815 407,500

14　税率・免税点等について

（計算例）

（Ｒ7年度税額）	 １, ８２６, ０００円×１.４％＝２５,５００円

Ｒ 7年度課税標準額　　　　1,826,000

15　課税標準の特例該当資産
　地方税法第３４９条の３および同法附則第１５条、第１５条の２、第１５条の３の規

定に該当する資産については、課税標準の特例が適用されます。

　該当する資産を所有されている方は、種類別明細書（増加資産・全資産用）にその名

称等を記入するとともに、摘要欄に適用条項を記入し、当該資産が要件を満たすことが

分かる書類等を提出してください。
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申告する資産
１　令和７年１月１日現在、福岡市内（区内）に所有してい
る全資産。
２　毎年度、全資産を申告してください。

提
　
　
出
　
　
す
　
　
る
　
　
申
　
　
告
　
　
用
　
　
紙

償却資産申告書
（第 26 号様式）

１　福岡市から送付された申告書を使用してください。
（なお、市販ソフト等で作成した申告書で提出される場合
でも、所有者コード等の確認が事務処理上必要ですので、
福岡市から送付した「償却資産申告書」を必ず添付してく
ださい。）
２　評価額（ホ）の欄は、必ず記入してください。

電子計算機処理で

作成した種類別明

細書

１　令和７年１月１日現在において所有しているすべての資
産を全資産、特例資産、非課税資産別にページを区分して
作成し、資産の種類ごとに合計額を出力したものを提出し
てください。
　　また、前年中の増加・減少資産も資産の種類ごとに区分
して合計額を出力したものを添付してください。
２　次の項目は、必ず記載してください。
　　・資産の種類　・資産の名称　・数量　・取得年月
　　・取得価額　　・減価残存率　・耐用年数
　　・評価額（５で求めた評価額）
３　評価額の最低限度は、取得価額の５％です。
４　圧縮記帳、特別償却は認められておりません。
５　「評価額」は、次の方法により算出してください。
　　・前年中の取得資産			   　　　（注）

　　　　評価額＝取得価額×減価残存率（１－ｒ／２）
　　・前年前の取得資産			   　　　（注）

　　　　評価額＝前年度評価額×減価残存率（１－ｒ）
６　資本的支出にかかる改良費については、新たな資産の取
得とみなし、本体（既存部分）と区分して評価計算を行い、
申告してください。
７　耐用年数省令の改正で耐用年数が変更になった資産は、
明細書の備考欄等に変更したことがわかるよう記載をして
ください。

16　電子計算機処理により申告をされる場合
　電子計算機処理により申告をされる方は、毎年度、全資産の申告が必要です。

（注）ｒとは、当該償却資産の耐用年数に応ずる減価率です。


